
平成24年度　当初予算





































































































2 款 1 項 13 目 20 事業

・ 継続 ・ 廃止

【24年度】 千円

１．事業の目的

２．事業の目標（数値目標）

３．事業の概要

４．これまでの成果と今後の方向性

《H23年度事務事業評価における内容》

５．財源内訳
（単位:千円）

【国県支出金】

【そ　の　他】

２８年度

64,252 64,252 64,252 64,252

年　　度

支払額(千円)

２４年度

40,299

２５年度

　ソフトウエアの保守期限が近づいている窓口業務の福祉系システム対応を優先させ、内部システ
ム系についても、業務・システム最適化の視点やライフサイクルコストの視点で情報システム調達
の経費増加傾向の抑制を目指す。

事 業 説 明 書

新規 課所名 企画部　情報システム課

進推の化度高の政行　)業事本基(進推の体治自子電　)策施(進推の化報情域地　)綱大の策施(

【事 業 名】 電子計算システム更新事業費

【説明項目】 電子計算システム更新事業について

70,328 千円【23年度】 0 千円【増減額】 70,328

総合評価
(今後の方向性)

　合併時に導入した８市町村統合システムはハードウエアの保証期間（５年）を過ぎ、導入から６
年以上使い続けていることや、一部基幹系ソフトウエアの保守切れが近づいている。このため、業
務・システム最適化の視点やライフサイクルコストの視点から、主な情報システムを計画的に再構
築するものである。

　住民記録・税等基幹系システムと共通基盤系システムについては現在作業中であり、２４年度
は、障がい福祉・児童福祉等、保育園保育料、財務会計、文書管理、ホームページ作成環境のシス
テムについて、ハードウエアの更新または新規導入を平成２５年度から平成２９年度の５カ年の債
務負担を設定し、電子計算システムの計画的な更新を行う予定でいる。

１．２３年度債務負担分　（設定額 451,269千円、平成２４年度～２８年度）
　・住民記録・税等基幹系システム構築及び関係機器賃貸借料　　(H24/8-H25/3)　 　　 26,233千円
　・住民記録・税等基幹系システム移行データ作成立替払委託料　(H24/8-H25/3)　　 　 11,899千円
　・共通基盤系システム構築及び関係機器賃貸借料　　　　　　　(H25/2-H25/3)　 　　  2,167千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　計　40,299千円

２．運用保守
　・住民記録・税等基幹系システム関係機器保守料　　　　　　　(H24/7-H25/3)　　　　24,807千円
　・共通基盤系システム関係機器保守料　　　　　　　　　　　　(H25/2-H25/3)　 　　  　549千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　計　25,356千円
３．住民記録・税等基幹系システムのデータ連携に伴うシステム改修
　・戸籍システム住基連携改修委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,415千円
　・総合福祉／後期高齢システム住基連携改修委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　1,208千円
　・保育園保育料システム住基連携改修委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,050千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　計　 4,673千円

合　　計

297,307

２６年度 ２７年度

【目標数値】　合併時に統合した主な１５システムから更新済みや更新中のシステムを除いた１３シス
　　テムと新たなシステムについて、平成２５年度までにハードウエアの更新または新規導入を行う。

70,328 70,328

予算額 国県支出金 市債 その他 一般財源
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債務負担行為

・ 継続 ・ 廃止

【予算額】

【24年度】 千円

１．事業の目的

２．事業の目標 情報システム課で扱う電子計算システム（債務負担設定）
年度

原課で扱う電子計算システム
年度

23

３．事業の概要

４．これまでの成果と今後の方向性

《H23年度事務事業評価における内容》

５．財源内訳
（単位:千円）

※ 債務負担行為の設定（限度額 324,255千円、期間 H25～H29）

新　規：新規導入、
ハード：ﾊｰﾄﾞｳｴｱ更新、
ソフト：ｿﾌﾄｳｴｱ更新、
ハ・新：ﾊｰﾄﾞｳｴｱ更新
　　　　または新規導入

　窓口業務で故障により業務停
止が起きては困るシステムを優
先し、業務上特に大きな不都合
が無く、現行ソフトウエアの保
守期限が無いシステムについて
は、原則現行業者によるハード
ウエア更新とし経費を抑制す
る。
　それ以外については、現行業
者による更新や他業者による更
新の利点や欠点を調査し、職員
の改善要求と財政健全性のバラ
ンスが取れたシステムの更新を
行う。

23

24

25

24

25

事 業 説 明 書

債務負担行為の設定（限度額 324,255千円、期間 H25～H29）

住民記録・税等基幹系システム（更新中） 新規 保守

22

保守

H24 H25

主な電子計算システム名 H23

0 千円【増減額】 0

新規 課所名 企画部　情報システム課

進推の化度高の政行　)業事本基(進推の体治自子電　)策施(進推の化報情域地　)綱大の策施(

【事 業 名】 電子計算システム更新事業費

【説明項目】 電子計算システム更新事業について

0 千円【23年度】

グループウエア(掲示板など)システム　

　全体では、平成２３年度は３システムの更新中または更新済みで、平成２４年度は７システムの更
新、平成２５年度は５システムの更新を予定する。

国県支出金 市債 その他 一般財源

戸籍システム　　　　　　　　（更新済み） 保守

保守 ハード

生活保護システム

総合評価
(今後の方向性)

0 0

共通基盤系システム　　　　　（更新中） 新規

新規システム導入経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　324,255千円
　１）障がい福祉・児童福祉等基幹系及び保育園保育料システム更新費用　  　　 (185,113千円)
　　　①システム構築作業、②ハードウエア・ソフトウエア導入、③移行データ作成作業
　２）財務会計・文書管理システム更新費用　　　　　　　　　　　　　　  　　 (123,533千円)
　　　①システム構築作業、②ハードウエア・ソフトウエア導入、③移行データ作成作業
　３）ホームページ作成環境の更新費用　　　　　　　　　　　　　　　　  　　 ( 15,609千円)
　　　①システム構築作業、②ハードウエア・ソフトウエア導入

ハード

予算額

保守

主な電子計算システム名 H23

保守 保守

財務会計システム　　　　　　　　　　 保守 ハ・新 保守

農地情報システム　　　　　　（更新済み）

H24 H25

ハ・新 保守

ドーハ守保守保ムテス シ与給事人

文書管理システム　　　　　　　　　　 保守

保守

保育園保育料システム　　　　　　　　 保守

障がい福祉・児童福祉等基幹系システム ハード

ハード ソフト 保守

守保ムテスシ理管康健

ハード 保守

ドーハ守保守保ムテスシ係関育教

守保ムテスシ費療医祉福

申告支援システム　　　　　　（更新済み） 保守 保守 保守

保守 ハ・新

通信ネットワーク関係機器　　　　　　 保守 保守 ハ・新

保守 保守

　合併時に導入した８市町村統合システムは、導入から６年以上が経過し、すでにハードウェアの
保証期間（５年）が終了していることに加え、一部基幹系ソフトウェアについても保守期限が近づ
いており、今後も使用を継続することは、故障による業務停止など、住民に迷惑がかかる不安要素
が増加している。このため、業務・システム最適化やライフサイクルコストの視点から、主な情報
システムを計画的に再構築するものである。

保守 保守

ホームページ作成環境整備　　　　　　 保守 ハ・新 保守

新規
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